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○ 精神保健課 
 

＜概 況＞ 

精神障害者に対する適正な医療の提供及び保護を行うため、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

（以下「精神保健福祉法」という。）に基づき、措置診察の実施、精神科病院に対する実地指導、精神科

救急医療体制の整備、精神障害者保健福祉手帳の交付、及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）に基づく自立支援医療（精神通院）の公費負担

を実施する。 

また、自殺対策基本法に基づき、自殺防止に向けた対策を検討するとともに、研修や相談事業等を実施す

る。 

 

１ 精神保健福祉事業 

（１）精神科病院実地指導 

市内の精神科病床を有する病院における入院患者の人権に配慮した適正な医療の提供と処遇の向上

を図るため、病院に立ち入り、入院患者の症状若しくは処遇等について調査し、必要な指導を行う。 

 

平成29年度実績 市内精神科病院 5病院実施。 

○市内の精神科病院一覧              （平成30年4月1日現在） 

 

 

（２）指定病院の指定 

市長は、特定の精神障害者を措置入院又は緊急措置入院させようとする場合、これを適法に行い得

るために、措置入院の受け入れ先として適切な人員配置及び設備を備えた施設を「指定病院」として

指定する。 

 

平成29年度 新規指定なし      

平成30年4月1日現在 指定病院 4病院 

 

（３）応急入院指定病院の指定 

応急入院は、精神障害者であり、かつ、直ちに入院させなければその者の医療及び保護を図る上で

著しく支障がある者であって、家族等の同意を得ることができない場合に、指定医の診察により72時

間以内に限り入院させることができるという規定であり、市長は、これを適法に行い得るために、適

切な人員配置及び設備を備えた施設を「応急入院指定病院」として指定する。 

 

平成29年度 新規指定なし 

平成30年4月1日現在  応急入院指定病院 4病院 

 

（４）自立支援医療（精神通院）医療機関の指定 

  自立支援医療は、指定自立支援医療機関として指定を受けている医療機関において行われる医療で

あり、その医療機関の指定について、障害者総合支援法第59条の規定に基づき、良質かつ適切な医療

を提供できる医療機関又は事業所を指定自立支援医療機関として指定する。 

 

指定自立支援医療機関数（平成30年4月1日現在） 

病院・診療所 薬局 訪問看護事業者 

140 337 101 

 

区域 病院名 精神科病床数 指定病院 
応急入院

指定病院 

堺 
浅香山病院 828 ○ ○ 

三国丘病院 144   

北 金岡中央病院 453 ○ ○ 

中 阪南病院 690 ○ ○ 

美原 美原病院 562 ○ ○ 

計 2,677 4 4 
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２ 精神科救急医療体制整備事業 

（１）応急入院事業 

急速を要し、家族等の同意が得られない場合で、直ちに入院させなければ医療及び保護を図る上で

著しく支障があるとき、又は精神保健福祉法第34条の規定により移送されたものについて入院させる

ことができる。 

 

平成29年度応急入院届受理件数 172件（堺市内居住者 65件） 

（精神保健福祉法第34条の規定により本市が移送を行ったもの：2人） 

 

（２）緊急措置診察事業 

精神保健福祉法第29条の2の規定により直ちに入院させなければその精神障害のために自身を傷つけ又は

他人を害するおそれが著しいと認めたときは、その者を72時間に限り、指定病院に入院させることができ

る。 

 

平成29年度実績                              （単位：件） 

 通報件数 
緊急措置診察 

実施件数 
緊急措置入院 

非該当 

要入院 

要通院 

医療不要等 

緊急措置診察 

（精神保健福祉法第29条の2） 
13 12 8 4 0 

  ※緊急措置入院患者に対する本鑑定実績 

緊急措置 

入院件数 

緊急措置 

解除件数 

本鑑定実施件数 診察結果 

1次診察 2次診察 措置入院 
非該当 

要入院 

要通院 

医療不要等 

8 1 7 7 7 0 0 

 

（３）精神科救急病院・受付窓口等体制確保事業（大阪府、大阪市との共同事業） 

①精神科救急医療情報センター 

おおさか精神科救急ダイヤルや救急隊等から精神科救急受診の依頼、相談に対応する。また、救急医

療の対象であれば、救急医療機関との調整を行う。 

 

    平成29年度実績（堺市管内分）                       （単位：件） 

 救急隊 
おおさか精神科 

救急ダイヤル 
警察 医療機関等 合計 

情報センター対応件数 41 69 72 7 189 

 

  ②精神科救急病院体制確保 

夜間休日の緊急な医療を必要とする精神障害者等のために、精神科救急医療体制を確保し、疾患の

重篤化の軽減及び適切な医療との連携を図る。 

 

平成29年度実績（堺市管内分）                      （単位：件） 

 入院対応件数 外来受診対応件数 電話対応件数 合計 

救急医療機関対応状況 97 17 26 140 

 

③精神科合併症支援システム 

夜間休日において、精神・身体合併症の救急搬送を受け入れた一般救急病院が、合併症支援病院 

（精神科病院の輪番制で対応）から精神科領域の電話コンサルテーションを受け、身体的な処置を

終えた患者のうち、精神科治療が必要と考えられる患者を合併症支援病院（精神科病院）に転送す

るシステムを平成27年8月17日から開始し、精神科と一般科の連携の強化を図る。 

 

平成29年度実績（堺市管内分）                      （単位：件） 

 
コンサルテーション 

のみ 

コンサルテーション後

入院 

コンサルテーション後

外来受診 
その他 合計 

利用件数 17 11 3 1 32 
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３ 精神障害者２４時間医療相談事業（大阪府、大阪市との共同事業） 

(１）２４時間医療相談窓口（おおさか精神科救急ダイヤル） 

かかりつけの医療機関が診療を行っていない夜間・休日において、精神疾患を有する方やそのご家族

等へ、こころの病気の緊急時に、必要に応じて精神科救急医療機関等を案内する。 

 

平成29年度実績（堺市管内分） 

 合計 

おおさか精神科救急ダイヤル利用件数 730件 

 

４ 措置診察事業 

（１）精神保健指定医による診察 

精神保健福祉法に基づき、一般市民からの申請あるいは警察官、検察官等からの通報等により、精

神障害の有無並びに入院治療の要否について、精神保健指定医による診察を実施する。 

 

平成29年度実績                               （単位：件） 

申請・通報・届出等種別 
通報等 

件数 

調査により

診察不要と

なった件数 

診察実施件数 診 察 結 果 

1次診察 2次診察 措置入院 
非該当 

要入院 

非該当 

要通院 

一般人からの申請（22条） 0 0 0 0 0 0 0 

警察官通報   （23条） 126 104 22 21 21 1 0 

検察官通報   （24条） 2 2 0 0 0 0 0 

保護観察所長の通報（25条） 0 0 0 0 0 0 0 

矯正施設長の通報（26条） 112 110 2 2 2 0 0 

病院管理者の届出（26条の2） 0 0 0 0 0 0 0 

指定通院医療機関の管理者の通報（26条の3） 0 0 0 0 0 0 0 

合計 240 216 24 23 23 1 0 
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５ 措置入院及び通院医療費 

（１）措置入院費の公費負担 

措置入院は、指定医をして診察をさせた結果、その者が精神障害者であり、かつ直ちに入院させな

ければその精神障害のために自身を傷つけ又は他人を害するおそれが著しいと認めたときに、精神障

害者に医療を提供するため保護することを目的とする。市長の権限による強制入院であり、自傷他害

のおそれのある患者に対する入院治療を行うため、その医療費のうち医療保険適用分を除いた部分に

ついて公費負担する。 

 

平成29年度実績 

レセプト件数 公費負担額 

111件 42,887,284円 

 

（２）通院医療費の公費負担（自立支援医療費） 

精神障害者に関する適正な医療を普及するため、精神障害の通院医療費のうち医療保険適用分と自

己負担分を除いた部分を公費負担する。 

 

平成29年度末受給者数                          （単位：人） 

堺区 中区 東区 西区 南区 北区 美原区 堺市全体 

3,637 2,377 1,652 2,481 2,779 3,014 700 16,640 

 

平成29年度末 所得区分の状況                      （単位：人） 

医療費区分 生活保護 低所得1 低所得2 中間所得 
中間所得1 

（重度かつ継続） 

中間所得２ 

（重度かつ継続） 

一定所得以上 

（重度かつ継続） 

認定件数 4,775 4,268 1,492 28 2,079 3,510 488 

 

平成29年度 公費負担額 

レセプト件数 公費負担額 

294,264件 2,862,901,745円 

 

６ こころの健康づくり推進事業 

全保健センターにおいて精神科医、精神保健福祉士等による精神保健福祉に関する相談・訪問指導を

実施し、医療機関への受診勧奨や日常生活を送る上での援助及び社会復帰のための支援を行う。また社

会復帰を促進するためにグループワーク活動を実施する。 

 

保健センター相談実績 

区分 平成28年度 平成29年度 

相談者数（実人員） 2,490人 2,397人 

相談者数（延べ数） 33,050人 34,203人 

医師による相談回数 334回 314回 

  ※「相談者数（延べ数）」には、電話等による匿名相談を含む。 
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７ 心神喪失者等医療観察法関係 

心神喪失または心神耗弱のために重大な他害行為を行った人を対象に、社会復帰を促進するための継続

的な支援を行う。ケア会議により処遇の実施計画の作成や見直しのための協議を行い、各関係機関による

処遇の実施状況や対象となる人の生活状況等の処遇に必要な情報を共有する。 

 

区分 平成28年度 平成29年度 

新規 2人(0人) 2人(0人) 

継続 7人(1人) 8人(2人) 

     ※（ ）内は、当該年度中に「終了」した者。 

 

８ 精神障害者保健福祉手帳交付及び診断書料扶助事業 

一定の精神障害の状態にあることを認定して交付することにより、手帳の交付を受けた者に対し、各方面の

協力により各種の支援策が講じられることを促進し、精神障害者の社会復帰・社会参加の促進を図る。 

また、非課税世帯に対して診断書の費用を公費負担することにより、手帳取得にかかる負担軽減を図る。 

 

○ 診断書料扶助事業 

平成29年度実績  209件 

 

○ 平成29年度末手帳交付者数                       （単位：人） 

 堺区 中区 東区 西区 南区 北区 美原区 堺市全体 

1級 316 190 101 152 204 217 64 1,244 

2級 1,297 906 528 864 1,068 1,031 295 5,989 

3級 327 181 131 157 281 257 40 1,374 

計 1,940 1,277 760 1,173 1,553 1,505 399 8,607 

 

９ 精神科医療機関療養環境検討事業  （大阪府・大阪市との共同事業）  

行政機関、医療機関、権利擁護機関等が相互理解と相互連携により、精神障害者の人権尊重を基本と

した、精神科医療機関における、より良好な療養環境の提供、維持・発展に寄与することを目的とする。 

 

○ 大阪府精神科医療機関療養環境検討協議会の開催（年6回） 

協議会委員による医療機関訪問において確認した、精神科医療機関における人権に配慮した患者

への処遇や先進的な取り組み事例等について、協議会で検討を行った。 
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１０ 自殺対策事業（精神保健課・こころの健康センター） 

自殺対策基本法（平成18年10月施行）に基づき、堺市における自殺対策を総合的に検討するため、平

成19年4月に堺市自殺対策連絡懇話会を設置。また、平成21年3月に「堺市自殺対策推進計画」を策定す

るとともに、平成21年4月には、「いのちの応援係」を設置。計画については、平成25年3月に「堺市自

殺対策強化プラン」、さらに平成29年3月に「堺市自殺対策推進計画（第2次）」と見直しを進め、自殺

対策の一層の推進を図るための施策に取り組んでいる。 

 

（１）自殺対策連絡懇話会及び庁内連絡会の運営 

 目   的 開催回数 

自殺対策連絡懇話会 医師、学識経験者等から専門的な意見を聴取する 2回 

自殺対策庁内連絡会 庁内関係部署との情報の共有、取組の検討をおこなう 2回 

 

（２）普及啓発事業 

   ○  自殺予防週間（9月10日～16日） 

街頭啓発キャンペーン（9月11日 南海高野線「中百舌鳥駅」周辺） 

    自殺予防啓発パネル展示（9月1日～14日 各区役所）※区役所ごとに展示期間は異なる。 

    自殺予防啓発懸垂幕掲場（9月1日～16日 各区役所）※区役所ごとに掲場期間は異なる。 

   ○ 自殺対策強化月間（3月） 

    街頭啓発キャンペーン（3月1日 南海高野線「中百舌鳥駅」周辺） 

    自殺予防啓発パネル展示（3月1日～7日 各区役所）※区役所ごとに展示期間は異なる。 

    自殺予防啓発懸垂幕掲場（3月1日～31日 各区役所）※区役所ごとに掲場期間は異なる。 

  ○ こころの健康づくり講演会（3月3日 堺市総合福祉会館6階ホール） 参加者 187人 

     テーマ 「こころが軽くなるコミュニケーション術」 

  ○ ホームページの掲載、庁内ホームページの活用 

  ○ 市内の薬局や医療機関等を通じて、「相談機関一覧 2017年度版」冊子を配布 

 

（３）職域連携推進事業 

  自殺者の大きなウェイトを占める働き盛り世代の自殺防止対策を推進するために、職域保健と

の連携を図り、事業主及び勤労者に対する「うつ病」に関する早期発見・早期対応や復職支援に

ついての普及啓発を行う。 

 

  ○メンタルヘルス対策セミナー（大阪府中小企業労働環境向上講座） 

     主催：堺商工会議所、堺市、大阪府総合労働事務所 

     6月15日 堺商工会議所会館 2階大会議室 

     参加者 86人 

 

○事業所のメンタルヘルス推進担当者研修会 

     主催：大阪府、堺市 

12月7日 堺商工会議所会館 2階大会議室 

     参加者 104人 

   

（４）自死遺族相談支援事業（こころの健康センター） 

    大切な人を自殺によって失った方に対し、心理カウンセリングによる専門的なこころのケア、

必要に応じて医療機関や悩みに応じた相談窓口の紹介を行う。相談件数 延べ115件。 
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（５）人材（ゲートキーパー）養成研修 

○相談機関研修 

こころの健康に関する相談への対処法、自殺未遂者や自死遺族への対応等について、庁内外の相

談窓口職員等を対象に研修会を実施。 

 

第１回 （9月6日）  参加者 81人 

第２回 （1月17日） 参加者 94人 

テーマ 「なぜ上手く生きられないのか ～「育ちの傷」を理解する～」 

 

  ○かかりつけ医心の健康対応力向上研修（2月9日 堺市医師会館3階講堂） 参加者 49人 

    テーマ 「うつを診たら－プライマリケア医・産業医として対応」 

 

   ○ゲートキーパー養成研修 

    ゲートキーパー養成研修（基礎編：市民の方向け） 計199人 

     ①9月19日  堺市役所 地下1階 大会議室 82人 

     ②10月4日  西文化会館（ウエスティ） セミナールーム 58人 

     ③10月17日 栂文化会館 3階 第1講座室 59人 

    

   ○ゲートキーパー養成研修（ステップアップ編：基礎編受講者向け） 

      12月5日  堺市総合福祉会館 5階 第3研修室 72人 

 

〇その他 

    9月12日  堺市生涯学習まちづくり出前講座（南区）（他課事業） 13人 

    11月8日  関西大学人間健康学部【授業「堺市と関西大学」】 226人 

11月30日 堺市生涯学習まちづくり出前講座（関西大学人間健康学部）（他課事業） 44人 

    2月23日  堺市生涯学習まちづくり出前講座（人権ふれあいセンター）他課事業 10人 

    2月27日  自殺未遂者ケア研修【救急医療関係者向け】 13人 

   

（６）いのちの相談支援事業 

実施内容：自殺未遂者に対する相談支援事業。本人もしくは家族の同意のもと警察署や救急隊、

救急告示病院（H25年度～）から情報提供を受けた人に対して、必要に応じた継続的な

相談支援を行う。 

 

（１） 新規相談者数（実数）  88件 

 

（２） 相談件数（延べ数） 3,643件   ※昨年度以前からの継続相談を含む 

 

内訳                                 （単位：件） 

相談者 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 

本人 576 825 712 820 793 1,609 1,248 1,810 

家族・親族 196 265 187 272 288 731 423 696 

友人 2 2 24 3 3 18 7 4 

関係機関 163 258 269 810 684 1,366 660 1314 

その他 2 0 0 22 11 55 10 11 

計 939 1,350 1,192 1,927 1,779 3,779 2,221 1,643 

            ※一部重複あり  
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○ こころの健康センター  

 

＜概 況＞ 

 精神保健福祉に関する総合的技術センターとして、医療機関、相談機関等との連携を基礎に、こころの

健康相談や精神障害の問題に関する相談援助を専門的・総合的に行うほか、精神障害者の人権擁護、適正

な医療と保護の確保を目的として、精神医療審査会、精神障害者保健福祉手帳等級判定、自立支援医療

（精神通院）判定を行っている。 

 

１１ 専門相談事業 

 精神科医師・臨床心理技術者・精神保健福祉士・保健師等による、精神保健及び精神障害者福祉に係 

る複雑困難事例の専門相談を個別相談・訪問指導・グループワーク活動等により行う。 

    延人数 6,357件（実人数 724人） 

    

   〇相談内容（延数） 

ひきこもり 薬物依存 自死遺族 性暴力被害 その他 

5,212 566 122 12 445 

 

○ひきこもりに関する家族教室・グループワーク等 155回実施 利用者延べ数：1,193人 

○ひきこもりに関する職員派遣・技術支援等 19回実施 

○薬物依存に関する家族教室・グループワーク等 39回実施 利用者延べ数：105人 

○薬物依存に関する教育研修・職員派遣・技術支援等 10回実施 

○自死遺族に関する技術支援 8回実施 

〇性暴力被害に関する職員派遣・技術支援等 4回実施 

 

１２  ひきこもり地域支援センター事業 

こころの健康センター内に「ひきこもり地域支援センター」を設置して、ひきこもり対策の強化に取

り組む。ひきこもり相談電話を設置して市民からの一次相談に応じ、ひきこもり支援に関する市民や関

係機関への啓発・研修を行い、ひきこもりサポーターの養成・派遣事業を通じて、支援体制の整備を推

進する。 

 

 ○ひきこもり市民講演会 1回実施 参加者：延べ76人 

 ○ひきこもり相談電話（受付後は専門相談で対応） 延べ49件 ※再掲 

 ○ひきこもりサポーター（ユース・ピアサポーター）養成研修 4回実施 ※再掲 

 ○ひきこもりサポーター（ユース・ピアサポーター）の派遣 延べ402回 

 

１３ 「こころの電話相談」事業 

こころの電話相談として、市民のメンタルへルスの維持のために、匿名で気軽に利用できる相談窓口

を設置し、こころの健康、生活に関すること等、市民のこころの悩みに、精神保健福祉士、臨床心理技

術者等の専門職員が専用電話で相談に応じるとともに、相談員間の情報共有と技術向上を図るため全体

研修、個別研修を行う。 

    相談件数  2,502件 

 

   〇相談内容 

老人 

精神保健 
社会復帰 アルコール 薬物依存 

ギャンブル

依存 
思春期 

こころの 

健康づくり 
うつ その他 

133 1,412 13 10 2 17 48 27 826 
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１４ 専門外来診療事業 

公的医療機関として、一般精神科では対応困難な複雑困難事例の特定外来診療を行う。 

     利用者数 実人数11人 延べ人数15人 

 

   ○診断分類  

診断名 件数 

広汎性発達障害 9 

その他 2 

 

１５ 教育研修事業 

保健センター、社会復帰施設、労働等の関係諸機関で精神保健福祉業務に従事する職員等を対象に、 

専門的研修を行い、技術的水準の向上を図る。 

 

○新任者研修 1回（4日間）、延べ86人受講（実数22人） 

○新任者フォローアップ研修 1回、13人受講 

○現任者研修（専門相談関連以外） 5回、延べ220人受講 

○相談員研修（概ね相談実務経験年数10年未満） 7回、延べ57人受講 

○相談員研修（概ね相談実務経験年数10年以上） 3回、延べ19人受講 

○相談員研修（新規採用及びそれに準ずる精神保健福祉相談員） 6回、延べ25人受講  

○職員派遣（専門相談関連以外）9回、延べ315人受講 

○学生実習 9人受入 

○その他研修 1回、20人受講 

 

１６ 技術指導・援助事業 

保健センター、社会復帰施設、障害者就労関係機関、企業事業所等に対し、精神医学・福祉・心理学的 

立場から、精神科医師、臨床心理技術者、精神保健福祉士、保健師等によるスーパービジョンおよびコンサル

テーション等の技術指導を行う。また自立支援協議会、医療観察法に基づくケース会議、障害者虐待防止 

法に基づくコア会議、病院実地指導等へ参画を通じて技術援助を行う。 

 

○保健センターへの技術支援  11回実施 

○個別支援に係る技術支援（専門相談関連以外）  47回実施 

○各種事業協力に係る技術支援（専門相談関連以外）  80回実施 

 

１７ 普及啓発事業 

 こころの健康の保持増進の大切さや、精神障害についての正しい知識、精神障害者の権利擁護等につ 

いての啓発を、精神保健福祉セミナー等のイベント開催や、ひきこもりの家族交流会、講師派遣等を通 

じて、また、さまざまな媒体を活用して行う。 

 

○精神保健福祉セミナー 平成29年12月8日開催、参加者68人 

平成29年12月9日開催（ギャラリー実施）、参加者50人  

※実行委員会にて実施。 

○精神障害者地域交流運動会（ハッスル運動会） 平成29年10月19日開催、参加者473人 

※実行委員会にて実施。 

○アルコール等依存症者支援講演会 平成29年11月5日開催、参加者106人 

○家族講演会 3回、延べ182人受講 ※堺のぞみの会・美原つくし会・家族SST交流会と共催にて実施。 

○出前講座  21回、延べ527人受講 

○啓発冊子の作成 「性暴力で苦しんでいませんか？」 35,000部 

「知って得するお酒のはなし」      3,000部 

「ひきこもり これからのヒント」    200部 

○ホームページ http://www.city.sakai.lg.jp/kenko/kenko/hokencenter/kenkocenter/index.html 
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１８ 組織育成事業 

市民の精神保健福祉の向上を図るため、地域住民による組織活動に対して支援を行い、活動の活性化と育 

成に努める。 

 

 ○家族会     1回 

 ○断酒会     6回 

○医療機関等 3回 

 ○その他     8回 

 

１９ 精神医療審査会・精神障害者保健福祉手帳等級判定 

・自立支援医療（精神通院）判定 

精神医療審査会において、精神障害者の人権に配慮しつつその適正な医療及び保護を確保するために、 

精神科病院に入院している精神障害者の処遇等について審査を行う。精神障害者保健福祉手帳及び自立

支援医療の判定業務のうち専門的な知識及び技術を必要とするものについての審査判定を行う。 

 合議体は3合議体で、合計35回（A合議体12回、B合議体12回、C合議体11回）開催した。また、審査会

（全体会）を、1回開催した。 

 また、全国精神医療審査会連絡協議会等に参加した。 

 

○退院・処遇改善請求審査 

※衛生行政報告例の集計方法に基づく。 

※請求電話受電等件数は、693件。 
 

○入院届・定期病状報告審査 

※衛生行政報告例の集計方法に基づく。 

 

○自立支援医療（精神通院）判定 判定件数   10,712件 うち不承認件数  7件 

○精神障害者保健福祉手帳判定  判定件数   3,194件 うち不承認件数  15件 

請求等区分 入院形態 請求件数 審査件数 

審査結果件数 

入院又は処遇は 

適当 

入院又は処遇は 

不適当 

退院請求 

医療保護 35 35 15 5 

措置入院 3 3 2 0 

その他 0 0 0 0 

合計 38 38 17 5 

処遇改善請求 

任意入院 0 0 0 0 

医療保護 12 12 6 3 

措置入院 1 1 2 0 

その他 0 0 0 0 

合計 13 13 8 3 

請求等区分 審査件数 

審査結果件数 

現在の入院 

形態が適当 

他の入院 

形態への 

移行が適当 

入院継続不要 

医療保護入院届 2,727 2,726 0 0 

定期病状報告 
医療保護入院 847 847 0 0 

措置入院 7 7 0 0 

合計 3,581 3,580 0 0 
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○ 障害施策推進課 

 

＜概 況＞ 

障害者の福祉サービスに係る施策の企画及び調整並びに推進、地域生活移行支援に関する事業、社会参

加の促進に関する事業等を実施する。 

 

２０ 全国障害者スポーツ大会・堺市予選大会事業 

平成20年度から精神障害者のバレーボール競技が、全国障害者スポーツ大会の正式競技になったこと

により、精神障害者のスポーツ振興と精神保健福祉の普及啓発を図り、精神障害者の社会参加を促進す

ることを目的に、本市においても近畿地区予選会出場予選を兼ねた大会を開催している。 

平成29年度は4月7日に開催し、3チーム(うち2チームはオープン参加)が出場した。 

 

２１ 精神障害者相談員 

精神障害者の相談に応じ、必要な助言を行うとともに、地域活動の推進、関係機関の業務に対する

協力、精神障害者に対する市民の認識と理解を深める等、精神障害者の保健・医療・福祉の増進に資

する。 
平成29年度   10人 

延べ相談件数 673件（実相談人数 577人） 

 

２２ 成年後見市長申立 

身寄りがなく、意思能力にハンディキャップがある精神障害者が、重要な法律行為等をなす必要が

生じた際に、本人に代わって、市長が成年後見人にかかる審判の申請を行う。審判により決定された

後見人により、法律上・生活上の身上監護及び金銭管理等を行い、精神障害者の生活の支援を図る。 

平成29年度 庁内委員会開催 4人（うち精神障害者0人） 

 

２３ 障害者基幹相談支援センター事業 

各区に設置する区障害者基幹相談支援センターにおいて、身体・知的・精神の各障害の専門相談員

を各区役所に複数配置するとともに、地域移行に係るコーディネーターを配置しながら、区域の障害

者への相談や支援を実施する。 

設置数 7ヶ所（各区役所内に設置 ＊美原区は区役所別館に設置） 

実相談人数 12,934人 延べ相談件数 78,596件 

 

２４ 総合相談情報センター事業 

健康福祉プラザ内の相談機関と連携し、区障害者基幹相談支援センター等への技術支援等、総合的

な相談や支援を実施するとともに、情報拠点として、情報検索システムを設置する等、障害者福祉に

関する情報の収集と発信する。 

    設置数 1ヶ所（健康福祉プラザ1階に設置） 

    ■広域的な相談件数 251件   

■研修開催 外部対象 6回 

      区基幹センター対象 26回  

    ■障害者自立支援協議会事務局への運営補助  37回  

    ■障害者住宅入居等支援事業（居住サポート） 

障害者の住居探しに協力する不動産業者の確保拡充、不動産業者への普及啓発、入居支援

に関する関係機関のネットワーク構築等の体制整備を行う。 

平成29年度 あんしん賃貸住宅登録不動産会社 35ヵ所 

■障害者相談支援機能強化事業 

  専門的な相談支援等を要する困難ケースに対し、弁護士等を派遣する。 

        平成29年度 登録専門的職員 21人 

利用件数 9件（うち精神障害者5件） 
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■障害者地域移行体制整備事業 

入所施設の利用者や精神科病院に入院している精神障害者のうち、受け入れ条件が整えば退

所又は退院可能である者に対し、地域の障害福祉サービス事業者や支援機関等と連携し、退所

又は退院に向けた支援及び退所・退院後の自立生活のための支援を行うことにより、障害者の

社会的自立を促進する。 

 

＜精神科病院からの地域移行＞ 

退院促進支援会議開催 2回、     運営会議開催  12回 

院内説明会開催     4回、     院内茶話会開催 46回 

        ピアサポーター活用状況 52回（茶話会49回、説明会1回、その他2回） 

 

6月30日時点による在院患者を対象に、状況調査を府内精神科病院へ依頼し、調査報告を行っ

た。 

 

２５ 障害者自立支援協議会 

障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、相談支援事業者、障害福祉サ

ービス事業者、保健・医療関係者、教育・雇用関係機関、企業、障害者関係団体、学識経験者等、障

害者福祉の関係者が幅広く参加し、地域での相談に関するシステムづくりについて、中核的な役割を

果たすことを目的に平成19年3月に「堺市障害者自立支援協議会」を設置 

加えて、地域の状況に応じての、困難事例への検討、啓発・研修会の開催、地域の関係機関による

ネットワーク構築のために、各区に「区障害者自立支援協議会」を設置 

   また、専門部会として「障害当事者部会」「地域生活支援部会（平成29年度は休会）」を設置、

「就労」・「防災」・「相談支援」について検討するワーキングチームを設置 

 

＜会議開催回数＞ 

市協議会 2回開催、区協議会は各区で毎月開催。 

障害当事者部会  10回 （委員11名のうち精神障害者委員3名） 

就労ワーキングチーム   4回 

   防災ワーキングチーム   4回 

   相談支援ワーキングチーム 4回 

 

２６ 障害者施策推進協議会・障害福祉計画関係業務 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、障害福祉サービス、相談

支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保について、目標を検討し、サービスの種類ごとの必要見

込量及び必要見込量の確保のための方策等に関する障害福祉計画を策定している。（第4期堺市障害福

祉計画 平成27年度～平成29年度） 

 

また、障害者基本法に基づき、障害者施策に係る計画や施策の総合的かつ効果的な推進等について

協議を行う。（第4次障害者長期計画 平成27年度～平成35年度） 

 

第５期堺市障害福祉計画・第１期障害児福祉計画（平成30年度～平成32年度）の検討・策定。 

 

  ＜障害者施策推進協議会＞ 

    ○協議会委員 本体会議委員 30名（うち精神障害関係者 3名） 

           臨時委員    4名 

    ○開催 

・障害者施策推進委員会・幹事会 各2回 

・障害者施策推進協議会 2回 

・権利擁護専門部会 3回 

・障害児支援専門部会 2回 

・発達障害者支援専門部会 1回 
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２７ 障害者虐待防止事業 

平成24年10月障害者虐待防止法の施行以来継続して、障害施策推進課に『障害者の虐待防止相談窓口』

を設置し、虐待に関する通報等の受理を24時間体制で行っている。 

また、個別事案に対し、虐待を受けた障害者の一時保護や、障害者及び養護者に対しての相談指導及

び助言を実施している。 

相談通報届出受理件数  158件（うち精神障害者 79件） 

保護・分離件数       4件（うち精神障害者 3件）   

 弁護士等専門家の派遣   1件 

 

＜広報・啓発活動＞ 

     周知パンフレット・カードの作成 

          障害者虐待防止パネル展示 7回 

     職員・障害福祉サービス事業者向け研修 2回、 講師出務 7回 

   合計 16回 

 

２８ 障害福祉サービス事業者指定事務等事業 

   障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事業者の指定、指導監督、その他付随する事務等を行う。 

○市内事業所 約700ヶ所 

   ○集団指導等の実施 

 

２９ 健康福祉プラザ管理運営事業 

   健康福祉プラザを拠点として、健康福祉プラザ内外の関係機関・関係団体が有機的に相互連携を行う

ことによって、障害者の地域生活全般を総合的に支援する。 

 

   ○市民交流センター 

    障害者相談員への研修、市民講座等の障害福祉啓発、障害者創作教室、文化・芸術・交流事業・各

種研修事業を実施 

 

 ○スポーツセンター 

    障害者スポーツ大会・堺市予選大会、障害者スポーツ指導員養成等、スポーツレクレーション事業

を実施 

 

   ○生活リハビリテーションセンター 

    自立訓練事業や、高次脳機能障害支援普及事業を実施 
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○ 障害者支援課 
 

＜概 況＞ 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律の障害福祉サービスに関する事務をはじめ、障

害者の就労支援や授産活動の支援、地域活動支援センター、社会適応訓練事業等を実施する。 

 

３０ 精神障害者社会適応訓練事業 

精神障害のある人を一定期間協力事業所に通わせ、集中力、対人能力、仕事に対する持続力及び環境適応能

力等の涵養を図るための社会適応訓練を行い、再発防止と社会的自立を促進し、もって精神障害のある人の社

会復帰を図る。就労支援機関（堺市障害者就業・生活支援センター）へ新規事業所の開拓及びジョブコーチ支

援を委託する。 

 協力事業者 平成28年度 47ヶ所→ 平成29年度 47ヶ所 

訓練対象者 3人 

（内訳） 就職者 0人、終了 1人、継続支援 2人 

 

 

３１ 障害者（児）自立支援給付 

（１）介護給付・訓練等給付 

地域における障害者の日常生活を支援することにより、障害者の自立と社会復帰の促進を図るため、介護

給付、訓練等給付を実施する。 

事業区分 事  業  内  容 
（平成29年3月～平成30年2月提供分） 

【精神障害者のみ】 

居宅介護（ホームヘルプ） 

日常生活を営むのに支障がある障害者

の家庭を訪問し、介護等のサービスを

提供する。 

利用者実数  1,185   人 

利 用 時 間 196,603 時間 

重度訪問介護 
重度の肢体不自由がある者で、常に介

護を必要とする方への介護支援。 

利用者実数       3   人 

利 用 時 間   2,474 時間 

短期入所（ショートステイ） 

介護等を行う者が、疾病等により介護

困難な場合に、一時的に施設で介護等

のサービスを提供する。 

実利用人数      11  人 

延べ利用日数   703  日 

共同生活援助（グループホーム） 

地域において共同生活を営む障害者に

対し、食事の世話、金銭出納への助言

等、日常生活への相談・指導の援助を

行う。 

市内施設入居者数  69 人          

市外施設入居者数  16 人 

就労移行支援 

一般就労を希望する65歳未満の障害

者に対し、就労に必要な知識及び能

力の向上のための訓練等を行う。 

利用者実数    136  人 

就労継続支援（A型） 

特別支援学校卒業者や離職した方等

が、雇用契約に基づき働きながら一

般就労をめざす。 

利用者実数     211  人 

就労継続支援（B型） 

一般就労に繋がらなかった障害者

や、ある程度年齢が高いため雇用契

約での就労は難しいが生産活動を希

望する方への支援。 

利用者実数     810   人 
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（２）障害者高額障害福祉サービス費   

     目 的  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律第76条の2に基づく高額障害福

祉サービス費の支給 

 

     内 容  同一世帯に障害福祉サービス利用者が複数いる場合、介護保険サービス利用者が障害福

祉サービスを利用した場合、補装具の購入または修理、障害児通所支援または入所支援を

利用する障害児がいる場合について、負担上限月額を超える額を支給することにより、世

帯の負担額が過大にならないようにするもの。 

 

平成27年度 対象人員  2人  ＊精神障害者のみ 

平成28年度 対象人数  0人  ＊精神障害者のみ 

平成29年度 対象人数  0人  ＊精神障害者のみ 

 

３２ 移動支援事業 

障害者の社会生活上必要不可欠な外出や、余暇活動等社会参加のための外出の際にヘルパーが付き

添い外出を支援する。 

（単     価）30分800円 

（支給時間の上限）精神障害者については月40時間 

（利 用 者 負 担）精神障害者については、月18時間までは自己負担なし。 

18時間を超える分は1割負担。市民税非課税世帯と生活保護受給者は40時間ま

で自己負担なし。 

 

平成29年度利用実績（平成29年3月～平成30年2月提供分）【精神障害者のみ】 

利用者実数 889人   利用時間 105,157.5時間 

 

３３ 重度障害者入院時コミュニケーション支援事業  

重度の障害のため意思疎通に支援が必要な方が入院した場合に、本人をよく知るホームヘルパーやガ

イドヘルパーを「コミュニケーション支援員」として病院に派遣し、医療従事者との円滑な意思疎通の

仲介を図り、安心して医療を受けられる環境を確保する。 

（対  象  者）次の要件を全て満たす者（ただし、施設入所者及び就学前児童については対象外） 

(1) 堺市から「居宅介護」、「重度訪問介護」、「行動援護」、｢同行援護｣、「重度

障害者等包括支援」、「移動支援」のいずれかの支給決定を受けている者 

(2）障害支援区分認定調査のうち、「コミュニケーション」の項目において「日常生

活に支障がない」以外、「説明の理解」の項目において、「理解できる」以外に該

当すると認められる者（「移動支援」利用の場合は準じる者） 

（支給時間の上限）月50時間まで。ただし、精神科への入院の場合は対象外。 

（利 用 者 負 担）なし。 

 

平成29年度利用実績（平成29年3月～平成30年2月提供分）【精神障害者含む】 

延利用者数 185人   利用回数 2,073回 

 

３４ 地域活動支援センター運営事業 

障害者自らがプログラムや活動を選択し、個人のニーズにあわせて自由に利用できるこ

とを基本とする新たな日中活動の場を提供し、日常生活相談を行いながら、生きがいづく

り・余暇活動支援やピアサポートの活動支援を実施する。  

○地域活動支援センター生活支援型（ Aタイプ） 市内  6箇所  

○地域活動支援センター生活支援型（ Bタイプ） 市内  8箇所  

＊平成 30年 3月 31日現在の箇所数  

＊ Aタイプは一日あたり20名程度、Bタイプは一日あたり10名程度の利用者を想定した施設規模を有する 

 


